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英国のペルシャ湾撤退と米国、1968-1971
The British Withdrawal from the Persian Gulf  

and the United States, 1968-1971

小野沢透
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　1971年末、英国は、「スエズ以東」からの撤退の一環として、ペルシャ湾
南岸の 9首長国との保護条約を解消し、同地域に常駐していた戦闘部隊を撤
収した。19世紀以来、様々な形で中東に維持されてきた英国の恒常的な軍
事的プレゼンスが終焉を迎えたことは、中東の近現代史における大きな画期
であった。
　1968年に英国政府が撤退を決定してから実際の撤退に至るまでの 4年あ
まりのペルシャ湾を巡る外交に関する先行研究は、主として、これら 9首長
国から、バハレーン、カタル、アラブ首長国連邦（UAE）という 3か国が
形成されるプロセスに注目してきた。英国のペルシャ湾撤退が法的には 9首
長国との保護関係の解消を意味し、しかも 3か国での独立という形態が定ま
るまでには紆余曲折があったから、先行研究がこの点に注目してきたのは、
ある意味で当然であった。しかしながら、英国なき後のペルシャ湾の新たな
秩序の全体像は、9首長国の独立形態のみで定められたわけではない 1。
　本稿は、ペルシャ湾の新たな秩序が如何なる内実を有し、それが如何にし
て形成されたのかという、先行研究では等閑視されてきた問題を考察する。
とはいえ、紙幅の関係もあり、本稿はその全体像を描き出すことはできな
い。それゆえ本稿は、ジョンソン（Lyndon B. Johnson）政権からニクソン
（Richard M. Nixon）政権にかけての米国のペルシャ湾政策の概要、および
英国の撤退直前の 1971年を中心に米英のペルシャ湾を巡る外交を具体的に
検討することで、ペルシャ湾の新たな秩序の構築過程のアウトラインを描き
出すとともに、その焦点のありかを浮かび上がらせることに集中する。
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1.  前史―「英国を代理勢力とするオフショア・バランシング」
の枠組み 2

　1958年のイラク革命を境に、中東を対象とする米国の地域的政策は大き
く変化した。米国の政策決定者たちは、中東における地域的目標を、ソ連の
影響力の拡大防止、およびペルシャ湾からの石油供給の維持という、米国お
よび西側世界の基本的インタレストに直結するものに局限するとともに、米
国自身の域内政治への直接的関与を最小化しつつ域内の勢力関係を操作する
ことによって、これらの地域的目標を追求する政策を採用した。かかる地域
的政策は、米国自身の負担の回避・転嫁（burden-shifting）を追求する点で、
「オフショア・バランシング」政策と呼びうるものであった。この政策的枠
組みの中で、米国は英国が中東とりわけペルシャ湾において西側世界のイン
タレストを追求する代理勢力（proxy）としての役割を担うことを期待し、
英国はかかる役割を積極的に引き受けた。そして、このような「英国を代理
勢力とするオフショア・バランシング政策」の枠組みは、米英双方における
政権交代にもかかわらず、60年代にも存続した。
　1961年のクウェイトの完全独立後、中東における英国の軍事的プレゼン
スは、ペルシャ湾南岸からアラビア半島南東岸に至る帯状の地域に限定され
ることとなった。この帯状の地域のペルシャ湾側は、バハレーン、カタル、
および休戦首長国（Trucial States）と呼ばれた 7首長国（アブダビ、ドバイ、
シャールジャ、ラース・アル＝ハイマ、アジュマーン、ウム・アル＝カイワ
イン、フジャイラ）より構成された。英国は、保護条約によってこれら 9首
長国の外交と防衛の責任を担うとともに、各首長国の政府に派遣された文民
の顧問および軍に派遣された将校を通じて、内政や国内治安にも大きな影響
力を保持していた。一方、インド洋に面するアラビア半島南東部は、王領植
民地のアデンおよびその後背地に広がるアデン保護領より構成された。（以
下、両者を合わせて南アラビアと呼ぶ。）英軍中東司令部が置かれたアデン
基地は、シンガポールおよび英本国の基地と並び、英軍の世界的な展開力を
支える 3大基地のひとつに数えられ、ペルシャ湾地域に英軍を展開する拠点
としても位置づけられていた。アデン保護領は、英国との間に保護条約を結
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んだ数多の小首長国の寄り合い所帯であり、北隣のイエメン（1967-90年の
北イエメン）およびサウジアラビアからアデンを切り離す緩衝地帯として機
能することが期待されていた。
　1960年代前半、英国の南アラビア支配は急速に崩壊していく。すでに中
立主義的・汎アラブ主義的なアラブ・ナショナリズムがアデンの労働者層を
中心に拡大していたのに加えて、62年に勃発したイエメン内戦の影響で、
南アラビアの反英ナショナリストは、勢力を拡大するとともに急進化した。
反英ナショナリズムの激化に直面した米英両国は、「英国を代理勢力とする
オフショア・バランシング政策」の枠組みの下、アデンにおける英国のプレ
ゼンス維持を目指して協調した。米国は、南アラビアで新たな責任や負担を
引き受けることを一貫して回避しつつ、反英勢力の弾圧と現地勢力の取り込
みの間を揺れ動く英国の南アラビア政策に常に理解を示し、英国を財政的お
よび外交的に支援した。そして、本稿の問題関心から注目しておくべきは、
66年 2月に英ハロルド・ウィルソン（Harold Wilson）政権が南アラビアか
らの撤退を決定した後も、「英国を代理勢力とするオフショア・バランシン
グ政策」の枠組みが維持されていたことである。ウィルソン政権は、アデン
に駐留していた戦力の一部をペルシャ湾地域に再配置することによって、南
アラビア撤退後もペルシャ湾における軍事的責任を担い続ける姿勢を示し
た。それゆえ、米ジョンソン政権は、英国がペルシャ湾における軍事的責任
を担い続けるとの前提の下に英国の南アラビア撤退を容認し、ポンド危機の
さなかの 67年 11月に英国が南アラビアからの撤退を完了した時点でも、少
なくとも 70年代半ばまでは、英国がペルシャ湾における軍事的プレゼンス
を維持すると想定していたのである。

2.  米英のペルシャ湾政策

（1）米・英の政策形成
　しかるに 1968年 1月、ウィルソン政権は、前年までの立場を翻して、71
年 3月までにペルシャ湾を含む「スエズ以東」における英国の恒常的軍事プ
レゼンスを解消する方針を決定した。ウィルソン政権は、すでに 70年代半
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ばまでにマレーシアとシンガポールから軍を撤収する方針を決定していた
が、ペルシャ湾からの撤退については、米国からの反発を見越して、極秘裏
に検討を進めていたのである 3。ジョンソン政権は、「スエズ以東」の中でも
とりわけペルシャ湾からの撤退方針に衝撃を受け、英国が既成事実を突きつ
ける形で方針を通知してきたことに強い不快感を示した。訪米して英国政府
の方針を説明したジョージ・ブラウン（George Brown）英外相に対して、
ディーン・ラスク（D. Dean Rusk）国務長官は、英国撤退の「結果として
生じる空白は自由世界のインタレストに反する」が、「米国はこれらの責任
を引き受けることはできない」として、英国に方針再考を求めた。これに対
してブラウンは、かかる空白を「英国政府が埋めねばならぬとする理由は無
い」として方針変更を拒否しつつ、ペルシャ湾の将来については域内諸国と
米国が「この空白を如何にして埋めるべきか、協力して話し合うべきであ
る」との見方を示した 4。新たなペルシャ湾の秩序をめぐる米英の応酬は、
お互いに責任を押し付け合うところからスタートしたのである。
　英国のペルシャ湾撤退方針は、現地の親英勢力にも衝撃を与えた。前年末
の段階でも英国のコミットメントに変更は無いとの言質を与えられていたペ
ルシャ湾の首長たちは、英国の突然の方針変更に直面して、「パニック」の
反応を示した。アブダビとカタルの首長は英軍駐留経費の負担を、バハレー
ン首長は英軍基地の土地使用料の免除をそれぞれ申し出て、英軍の駐留継続
を強く求めた5。しかし、これらに対するウィルソン政権の反応は冷淡であっ
た。英国政府は、ペルシャ湾における軍の駐留経費が英国の対外収支赤字に
占める割合が軽微であることを認めつつ、ペルシャ湾からの撤退は英国の対
外戦略全般の抜本的な見直しの一環であり、東南アジアにおける軍事プレゼ
ンスを解消すればペルシャ湾におけるプレゼンスは軍事的な意味を持ち得な
くなるとして、首長たちの要請を退けた。1月 16日にウィルソンが「スエ
ズ以東」撤退方針を正式に表明するまでに英国政府が示した譲歩は、撤退完
了スケジュールを 9か月延期して 71年末に設定し直したことのみであった6。
　英国政府内では、将来のペルシャ湾の秩序のあり方について、それまでに
も断片的な検討が行われていた。しかし、ウィルソン政権の撤退決定はトッ
プダウン式に行われたゆえに、決定が行われた時点では、英国政府の実務レ
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ヴェルもまたペルシャ湾撤退に向けた具体的な政策を用意していたわけでは
なかった 7。1月上旬、英国政府内では、ペルシャ湾撤退に関する基本政策
の準備が急ピッチで進められた。外務省が作成した 1月 11日付のペーパー
「ペルシャ湾からの撤退」は、英国のペルシャ湾におけるインタレストと
して、石油輸出の継続、敵対的勢力の影響力拡大の阻止という、米国側の地
域的目標にも沿う内容を掲げた上で、英国の撤退後に当該地域の「安定と安
全」を保障するのは「域内の勢力均衡（a local balance of power）」であり、
その根幹は、イランとサウジアラビアの間に、「ペルシャ湾における安定を
維持し、同地域を敵対的な外部勢力から防衛することが［両国の］共通の利
益であるとの理解」を共有させることにある、と論じた。その上で同ペー
パーは、イラン・サウジ間にかかる共通理解を形成する際の障害を列挙した。
両国間には、伝統的なアラブ・イラン間の緊張関係があり、とりわけ国力に
優るイランの国王モハンマド・レザー・シャー（Mohammad Rezā Pahlavī、
以下シャー）はサウジと同列の扱いに満足せぬかもしれない。シャーは、か
ねてよりバハレーン島および湾岸首長国の統治下にあるいくつかの島嶼の領
有権を主張しており、イランがこれらを実力で併合すれば、サウジはイラン
との協調に困難を感じるであろう。さらに、英国の保護下にある 9首長国が
完全独立に至る過程で、これら首長国との間に領土問題を抱えるサウジアラ
ビアとの間にも軋轢が生じるかもしれない。
　「ペルシャ湾からの撤退」ペーパーは、これら諸問題の解決に英国が主導
的な役割を果たすことに否定的な見方を示した。英国は、サウジ・イラン両
国に対して、ペルシャ湾の安定を維持することの利益を説き続け、両国との
対話姿勢を維持すべきであるが、「サウジ・イラン間の合意を率先して提案
することは我々の利益にならぬであろう」。そして、「英国撤退後の 9つの
保護国の形式的な国際的地位は、これら諸国のサウジアラビアおよびイラン
との関係ほどには重要ではない」。それゆえ、具体的な独立の形態は当該諸
国間の交渉に委ねるべきであり、「我々が撤退を前に保護国［の国際関係］を
整頓するような何らかの枠組みを押しつけようとするのは誤りであろう」8。
すなわち英国政府は、イランとサウジアラビアを英国撤退後のペルシャ湾に
おける新たな秩序の現状維持勢力たらしむることを目標として定めたもの
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の、領土問題をはじめとする新たな秩序の具体的な内実を決定するのはあく
までも当事者であるペルシャ湾諸国であり、英国は如上の目標の実現に向け
て可能な範囲で影響力を行使するにとどめる、との消極的なペルシャ湾政策
を策定したのである。
　一方、英国に虚を突かれる形となったジョンソン政権は、にわかにペル
シャ湾政策の策定を迫られた。2月初めにジョンソン政権が承認したペル
シャ湾政策文書 IRG/NEA 68-8は、ブラウンとの会談でラスクが明言してい
た通り、米国が当該地域における英国のプレゼンスに「取って代わるのは政
治的に可能でも望ましくもない」との大前提を改めて確認した上で、英国に
対して軍事的撤退後も可能な限りペルシャ湾における影響力を維持するよう
求めること、サウジアラビアとイランの友好関係を増進させること、そして
ペルシャ湾諸国間の政治的・経済的な協力を促すことを基本的な政策目標と
して列挙し、これらの全てを「内密に（low-key）」追求する方針を決定した。
つまり米国政府もまた、サウジとイランを英国撤退後のペルシャ湾の新たな
秩序の現状維持勢力として取り込むことをペルシャ湾政策の基本的な目標に
据え、同時に、かかる目標を追求するに当たって自らの直接的な関与を最小
限にとどめる方針を決定したのである 9。
　このように米英両国が新たな秩序の構築に消極的な姿勢を示した背景に
は、ペルシャ湾諸国の動向も関係していた。1月 19日に VOAで放送された
インタビューの中で、ユージン・ロストウ（Eugene Rostow）国務次官は、
イラン、トルコ、パキスタン、サウジアラビア、クウェイトを名指しして、
これらの諸国がペルシャ湾の「安全保障の枠組み（security arrangements）」
の「核」となることに期待感を表明した 10。このロストウの即興の発言は、
たちまち湾岸首長国を含む多くの中東諸国の関心を惹いたが、それらの多く
は、米英両国が英国撤退後のペルシャ湾の秩序について何らかの合意に至っ
ている、あるいは共謀関係にあることを疑う反応を示したのである 11。かか
る事態は、米英両国の政策に確実に影響を及ぼした。2月上旬の米英首脳会
談に向けて作成されていた米国側のブリーフィング・ペーパー案には、英国
政府に対して「東南アジアおよびペルシャ湾における地域的な安全保障の枠
組み［の構築］を奨励するために可能なあらゆる行動をとる」よう求めると
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の記述があったが、ロストウの発言に対する中東諸国の反発を受けて、ペル
シャ湾地域にかかる枠組みを構築することを目指す文言は削除された 12。そ
して、英国政府内でも、ロストウ舌禍事件以降、西側諸国が何らかの地域的
枠組みを押しつけるような印象を中東諸国に与えることは厳に慎むべきであ
るとの認識があらためて確認されることとなったのである 13。
　もうひとつの、より深刻な事態は、イラン・サウジ関係の冷却化であった。
かねてよりイランは、バハレーン島全体および首長国の統治下にあった 3つ
の島嶼―シャールジャ統治下のアブー・ムーサ（Abū Mūsa）島、および
ラース・アル＝ハイマ統治下の大小トゥンブ（Tunb）島―の領有権を主
張していた。英国の撤退方針発表後、イラン政府は、サウジアラビアがバハ
レーンをアラブ人首長の下にある政治体として、つまりイラン領ではない
と見做しているとして、にわかにサウジ批判を強め、シャーのサウジ訪問を
延期した 14。これには伏線があった。1月初めに英国政府から撤退方針の通
知を受けたときの、両国君主の反応は対照的であった。サウジのファイサル
（Faysal bin ‘Abd al-‘Azīz）国王は、イランがペルシャ湾の覇権を目指すの
ではないかとの懸念を表明し、英国の撤退に否定的な反応を示した。一方、
シャーは、英国の撤退に異議を唱えることなく、湾岸諸国との協力関係を追
求していくとのポーズを取りながらも、ペルシャ湾島嶼に対するイランの権
利を強調した。つまり、ファイサルが現状の変革に否定的な姿勢を示したの
に対して、シャーは、英国の撤退をむしろ好機と捉え、イランに有利な形で
領土問題を解決しようとしていたのである 15。
　米国は、イラン・サウジ両国に対して、米国が英国に代わって中東におけ
る軍事的責任を担う意思を持たぬこと、そしてペルシャ湾諸国とりわけイラ
ンとサウジアラビアが当該地域の安全保障の実現に向けて協調することに期
待していることを伝達し、両国に関係改善を慫慂した 16。しかし、以後の展
開から明らかになるように、英国の撤退決定を機に休眠状態を解かれたペル
シャ湾島嶼の領有権問題は、米国の「内密」なとりなしで解決されるような
ものではなかったのである。
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（2）米英の合意形成
　2月 8-9日にワシントンで開催された米英首脳会談では、ペルシャ湾政策
の摺り合わせが予定されており、米英の政策担当者たちは、上記の政策文書
に沿う内容のブリーフィング・ペーパーをそれぞれ用意していた 17。しかる
に、直前にヴェトナムで勃発した所謂テト攻勢の影響で、首脳会談のほとん
どの時間はヴェトナム問題に割かれることとなった 18。もともと首脳レヴェ
ルで合意すべき事案とされていたペルシャ湾問題は、ヴェトナム問題が急を
告げる中で、実務者レヴェルで解決されるべき問題へと事実上格下げされる
こととなったのである。
　ペルシャ湾政策について米英間で最初の包括的な意見交換が行われたの
は、確認できる限りで、3月 27日にロンドンで行われた事務レヴェル会合
である。会合では、米国側からの要請に応じる形で、英国側のスチュワー
ト・クロフォード（Stewart Crawford）バハレーン政治駐在官（Political 
Resident：湾岸首長国を統括する大使に相当）らが、9首長国間で始まって
いた新たな連邦国家結成に向けた動きや、イランとサウジアラビアの動向を
詳細に説明し、米国側は聞き役に徹した。会合に明確な結論は無かったもの
の、両国の政策担当者たちは、新たな連邦国家結成に向けた首長国の動きを
見守る姿勢を共有するとともに、かかる連邦国家の結成をも含むペルシャ湾
の新たな秩序の構築に向けた最大の障害はイランのペルシャ湾島嶼に対する
領土要求であり、それにもかかわらず米英両国はイランに対する影響力を低
下させつつある、との認識で一致した 19。
　これに続いて、5月 15日にワシントンで開催された次官級の米英協議で
も、まず英国側がイラン・サウジ関係およびペルシャ湾島嶼領有権問題の現
状を説明した。英国側の説明をひととおり聞き終えたところで、米国側代表
のルシアス・バトル（Lucius D. Battle）近東・南アジア（NEA）担当国務
次官補が、米国側の認識と方針を説明した。バトルは、「ペルシャ湾の将来
の安定においてイランとサウジアラビアが鍵となる」との認識は米英間で一
致していると指摘した上で、「英国が当該地域における政治的・経済的・文
化的プレゼンスを可能な限り維持することがいっそう重要になっている」と
いう米国側の見解を示した。つづけてバトルは、米国がシャーに領土問題等
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で柔軟姿勢を促したものの効果を上げ得ずにいること、そして米国が「引き
続き当該地域の諸紛争（squabbles）を最小化すべくあらゆる行動を取る」
方針であることを説明し、米英間の意見交換を継続することを希望する旨述
べて発言を締めくくった 20。確認できる限りで、米国のペルシャ湾政策があ
る程度まとまった形で英国側に示されたのはこれが初めてであるが、バトル
の発言は相互の了解事項を確認するかのように行われており、英国側もバト
ルの発言に特段の関心を示した様子は無い。つまり、遅くともこの 5月の協
議までに、米英両国の政策担当者たちは、ペルシャ湾政策について大まかな
合意に至っていたと考えられるのである。
　68年初夏までに米英両国が共有するに至っていたペルシャ湾政策の主眼
は、イランとサウジアラビアをともに新たな秩序の現状維持勢力たらしむる
ことにあった。すなわち米英両国は、英国の撤退後は「域内の勢力均衡に依
拠するオフショア・バランシング政策」によってペルシャ湾の安定を図る方
針で合意したのである。そして、その最大の障害は、ペルシャ湾における安
定を攪乱する実力を有していたイランのペルシャ湾島嶼に対する領土要求で
あった。湾岸首長国の新たな連邦のあり方にも米英両国は関心を抱いていた
ものの、それはイラン・サウジ両国を満足させる形で新たな秩序を構築する
という目標に従属する副次的関心でしかなかった。
　もうひとつの問題は、米英の何れが、如上の諸問題を解決し、新たなペル
シャ湾の秩序構築に責任を担うかという点にあった。すでに見たように、68
年初めの段階で、米英はともに新たな秩序の構築に自らが責任を担うことに
消極的であり、その後の米英協議でも明示的に責任分担が合意されたわけで
はない。しかし、3月と 5月の米英協議のありかた、すなわち英国が情報と
自らの政策方針を説明し、米国がそれを追認しつつ英国の政策を適宜支援す
る姿勢を示すという合意形成のパターンは、61年のクウェイト危機や 60年
代半ばの南アラビア問題に際して繰り返されてきたパターン、つまり「英国
を代理勢力とするオフショア・バランシング政策」における米英の合意形成
のあり方を踏襲するものであった。また、米国が英国に対して軍事的撤退の
後も政治的その他の影響力を最大限維持するよう求めたことには、ペルシャ
湾の新たな秩序の構築に向けた外交を英国が主導することへの期待が間違い
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なく込められていた。首長国との直接的な外交関係を有していたのが英国の
みであったのに加え、米国がペルシャ湾の域内対立に容喙せぬ立場を徹底し
たこともあり、英国としては半ば既成事実を押し付けられる形で、ペルシャ
湾における新たな秩序構築の主たる責任を引き受けざるを得なかったものと
考えられる 21。すなわち、米英両国は、「域内の勢力均衡に依拠するオフショ
ア・バランシング政策」を可能にするような新たな秩序を、ひきつづき「英
国を代理勢力とするオフショア・バランシング政策」の枠組みで追求するこ
とに合意したのである。

（3）ニクソン政権のペルシャ湾政策
　周知のように、1969年 1月に成立したニクソン政権の外交的な優先課題
は、ヴェトナムからの撤退と超大国関係の再編による「封じ込め」の再構築
であり、ペルシャ湾の優先順位は決して高くなかった。おそらくそのような
事情から、ニクソン政権がペルシャ湾政策の検討を本格化したのは、70年
に入ってからであった。この政策検討過程において、国務省が前政権の政策
を実質的に継続することを主張したのに対して、ホワイトハウスはより積極
的な政策への転換の可能性を探った 22。しかし、その後 1年近くに及んだ議
論を経てニクソン政権が辿り着いた結論は、表現はともかく、内容的には前
政権の政策を基本的に踏襲するものとなったのである。
　70年 11月に最終決定されたペルシャ湾政策 NSDM 92の骨格は、①ペル
シャ湾の安定を担う「特権的な代理人（chosen instrument）」としてイラン
を支援する、②サウジ・イラン間の協力を増進する、③ペルシャ湾南部の新
規独立国との間に直接的関係を構築する、というものであった 23。③の具体
的な内容は、9首長国の完全独立後に米国の外交出先を設置すること、およ
びバハレーンを母港とする小規模な米艦隊（Middle East Force）24を従来と
同水準に維持することであり、取り立てて検討すべき問題はない。検討が必
要なのは、ニクソン政権が新たに打ち出した①の具体的な内容、および前政
権の方針を引き継いだ②と①との関係である。通説では 1970年代の米国の
ペルシャ湾政策はイランとサウジを代理勢力とする「二柱政策」であったと
されてきたのに対して、近年の研究には、これをイラン一辺倒の「一柱政策」
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と見做すものがある 25。ジョンソン政権とニクソン政権のペルシャ湾政策の
異同を考察するためにも、この問題は検討する価値がある。
　このことを検討するためには、NSDM 92の策定過程に遡る必要があるが、
さらにその前提として、ペルシャ湾の新たな秩序の構築にサウジとイランが
それぞれどのような姿勢で臨んでいたのか、瞥見しなければならない。68
年 3月、英国の保護下にあった 9首長国は、きわめて緩やかな国家連合とし
てアラブ首長国連合

4

（Federation of Arab Amirates: FAA）26を自発的に設立
した。サウジのファイサル国王は FAAの成立直後にそれを支持する姿勢を
示して以降、一貫して新たな連邦国家は 9首長国で構成されるべきであると
の立場を堅持していた。ファイサルは、サウジとの領土紛争を抱えるアブダ
ビが主導権を握るような連邦の実現を阻止するために、アブダビを掣肘でき
るような大首長国であるバハレーン・カタルをも包含する 9首長国連邦が好
ましいと考えていたのである。しかしファイサルは、米英両国が期待してい
たような、新連邦の結成に向けた積極的な役割を果たそうとはしなかった。
新連邦の問題も含め、この時期、サウジの外交は受動的な性格を強めている
と観察されていた 27。
　このようなサウジに対する米英両国の政策担当者たちの見方は複雑であっ
た。一方で彼らは、ペルシャ湾におけるサウジの活動の停滞を懸念をもって
眺めるとともに、老いつつあるファイサル国王の意図をしばしば測りかね、
サウジ支配体制の長期的な安定への不安を抱き始めていた 28。しかし他方
で、サウジが、アブダビ領の小さからぬ部分の領有権を引き続き主張しつつ
も、実力による現状変更を試みることなく、FAAを支持する姿勢を示した
ことを、米英両国は高く評価していた 29。総じて見るならば、米英両国の政
策決定者たちは、サウジがペルシャ湾の安定に積極的な役割を担おうとせぬ
ことに不満を抱きつつも、消極的な現状維持勢力として振る舞っていること
に一定の安堵感を抱いていたと言える。
　一方、イランの姿勢はサウジとは対照的であった。69年 1月にシャーは
バハレーンの領有権問題を同島の住民の意思に委ねるとの妥協を示し、翌
70年にはバハレーンの領有権を放棄した。しかしこの後、シャーはアブー・
ムーサ島およびトゥンブ諸島の領有権を従来にもまして強硬に主張するよう



立教アメリカン・スタディーズ104

になった。イランは、これら島嶼にイランの駐兵権等が認められぬ限り、こ
れら島嶼を実効支配するシャールジャとラース・アル＝ハイマを含む首長国
の連邦は支持できぬとの立場を取り、さらに必要とあらばこれら島嶼を軍事
的に占領するとの姿勢を示した 30。すなわちイランは、実力に訴えてでも自
国に有利な形でペルシャ湾の現状を変更しようとする姿勢を取り続けていた
のであり、そのことによって首長国の新連邦の結成も困難になっていた。そ
のようなイランが英国の撤退後にペルシャ湾における現状維持勢力たりうる
か否かは、きわめて不透明な状況だったのである。
　NSDM 92は、以上のような状況の中で策定された。ペルシャ湾の安定を
担う「特権的な代理人」としてイランを支援するとの①の記述は、一見する
ところ、イランのみに依存する「一柱政策」を意味するものに見える。しか
も、①の原案ではイランと並んでサウジアラビアを「特権的な代理人」と位
置づける可能性が提起されていたにもかかわらず、政策の検討過程でサウジ
はかかる位置づけから脱落したのである。しかし、注目すべきは、サウジが
「特権的な代理人」から脱落した 2つの理由である。ひとつは、サウジより
もイランの方が、軍事力とマンパワーに代表される国力が強大であり、そし
て―後世の視点から見れば皮肉であるが―将来的に支配体制の安定を期
待できると考えられていたからである。そしてもうひとつは、そもそもサウ
ジはペルシャ湾における支配的な地位を望んでおらず、しかも米国があから
さまに支援するならばサウジは「米国の手先」との汚名を着せられることに
なり、結果的に同国を含むアラブの穏健派を弱体化させることになると判
断されたからであった。この後者の判断は、②にも影響を与えた。サウジ・
イラン間の明示的な協力関係を米国が慫慂することは、アラブ世界における
サウジの地位を悪化させ、ひいてはサウジの支配体制を不安定化させかねな
い。しかも、米国がサウジとイランを同等の地位に置くならば、より優越し
た地位を要求しているイランの反発を招きかねない。つまり、イランの「物
理的優越」を承認することは、イランを新たな現状維持勢力として取り込む
とともに、イラン・サウジ間の実質的な友好関係を追求するための唯一の現
実的な方途であると判断されたのである 31。
　以上を踏まえるならば、ニクソン政権のペルシャ湾政策は、次のように理
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解できるであろう。ニクソン政権は、ジョンソン政権と同様に、イラン・サ
ウジアラビア両国をペルシャ湾の安定における二大要素と捉えていた。その
ような意味で、英国の撤退が確定したジョンソン政権末期から、米国のペル
シャ湾政策は一貫して「二柱政策」であったと言える。しかし、イランとサ
ウジアラビアの行動の相違が、ニクソン政権の両国に対する期待と対応の相
違を生み出した。米国の政策決定者たちは、サウジアラビアを、そのアブダ
ビとの領土紛争にもかかわらず、基本的に現状維持勢力と捉えていた。そし
て、サウジを現状維持勢力にとどめ、サウジの支配体制の安寧を図るために
は、同国に「特権的な代理人」などの過剰な役割を期待するべきではないと
判断したのである。それに対してイランは、ペルシャ湾の支配権を望み、し
かもペルシャ湾島嶼を実力で奪取する意志と能力を備えていた。いうまでも
なくイランは親米・親西側国家であったが、ペルシャ湾の秩序という観点か
ら見れば、警戒すべき現状変革勢力であった。かかるイランを現状維持勢力
に転化するために取られた政策が、イランに「特権的な代理人」の地位を付
与し、その「物理的優越」を承認することであった。すなわち、一見すると
ころイラン一辺倒に見えるニクソン政権のペルシャ湾政策の内実は、サウジ
についてはその現状維持的なスタンスを保持させ、イランについては現状変
革的なスタンスを改めさせることを通じて、両国をともに現状維持勢力とし
て取り込むことを目指す政策であったと理解できる。それゆえ、イランを現
状維持勢力に取り込むための政策の内実は、対イラン宥和

4 4

という色彩を色濃
く帯びたのである 32。

3.  新たなペルシャ湾の秩序を求めて

（1）米英間の軋轢
　しかし、域内政治への直接的関与を避ける以上、米国は対イラン宥和を実
行に移せる立場にはなかった。それを実行できる立場にあったのは、当該
島嶼を統治する首長国との保護関係を維持していた英国であった。1970年
6月に成立した保守党の英ヒース（Edward R.G. Heath）政権は、イランの
領土要求をできるだけ満足させるような枠組みを当該首長国に受け入れさせ
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る形で島嶼領有権問題を解決する心積もりであった。すなわち、対イラン宥
和によって島嶼問題を解決するとの基本方針において、米英間に根本的な対
立は無かったのである 33。問題は、対イラン宥和とその他の目標との関係で
あった。
　イランが当該島嶼の主権を明確に要求し、アブー・ムーサ島を統治する
シャールジャとトゥンブ諸島を統治するラース・アル＝ハイマの首長がとも
にイランに対する譲歩を改めて拒否した 71年春、米英間には、島嶼領有権
問題の解決方針を巡って軋轢が生じていく 34。英国政府は、軍事的撤退後に
湾岸首長国との間に友好条約を締結して首長国の軍隊への英国人将校の派
遣を継続するとともに主たる武器供給者の地位を維持することを目指してお
り、イランの領土要求を明示的に受け入れるならば、首長国との友好関係は
期待できなくなると判断していた。71年 3月、英国政府は、対イラン宥和
を急ぐことで自らの首長国における影響力を犠牲にするよりも、外交的解決
に全力を尽くす姿勢を示すことで首長国およびアラブ世界の英国への信頼維
持を優先すべきである、との結論に至った。シャールジャとラース・アル＝
ハイマの首長も、自発的にイランに島嶼を割譲するより、イランが当該島嶼
を実力で併合する方がましであるとの立場を示していた。英国政府は、撤退
前に島嶼問題の外交的解決を実現することよりも、首長国とアラブ世界にお
ける自らの影響力を維持することを優先する政策―これを米国側は「漂
流」オプションと呼んだ―を選択したのである 35。
　米国政府もまた、英国が軍事的撤退後もペルシャ湾における政治的影響力
を維持することを望んでいた。しかし、71年春に英国が「漂流」オプショ
ンに傾斜していくのを見て、米国政府内には、英国の政治的影響力を維持す
るという目標と、イランおよびサウジをはじめとする穏健派アラブ諸国を新
たな現状維持勢力として取り込むという目標を両立させるのは困難であると
の判断に立ち、前者を断念することによって後者の実現を確保すべきである
との主張が浮上した。これを最も強く主張したのは、マッカーサー（Douglas 
MacArthur II）駐イラン米大使であった。マッカーサーは、次のような論理
によって対イラン宥和を優先すべきと説いた。イランは島嶼問題の解決なし
に首長国の新連邦を支持せぬ姿勢を維持しているから、新連邦は実現しない
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ことになろう。その結果、弱体な小首長国の分立するペルシャ湾南岸では、
イラクなどアラブのラディカル勢力の影響力が増大し、政治的転覆が頻発す
ることになる。一方、イランは英国の撤退後にほぼ確実に当該島嶼を占領す
るであろうから、イランとサウジの協調も絶望的になる。しかもイランが実
力による領土変更を既成事実化すれば、サウジ・アブダビ間、イラク・クウェ
イト間などに潜在する領土問題も再浮上するであろう。かかる「最悪の事態
（worst of all worlds）」を回避するためには、英国がイランによる島嶼の占
領を容認することを見返りに、シャーに首長国の新連邦を受け入れさせるし
かない。ひとことでいえば、マッカーサーは、英国の犠牲のもとに対イラン
宥和を優先するオプションを主張したのである 36。
　しかし、如上の方針には、駐サウジ米大使サッチャー（Nicholas G. 
Thacher）らが反対した。英国が島嶼をイラン側に譲渡することになれば、
英国の「背信」はアラブ世界に知れ渡ることとなり、ペルシャ湾における英
国のプレゼンスを可能な限り温存するという米英両国の目標は大きく損なわ
れる。しかも、島嶼問題を解決したとしても、首長国の新連邦が実現すると
は限らない。さらに、英国の支援を受けられぬことになれば、首長国は「イ
ラク、イラン、サウジ、さらに恐らくソ連のパワー・ポリティクスの標的
（punching bags）」となるであろう。かかる事態を避けるためには、英国
政府を通じてサウジアラビアに首長国の新連邦実現に向けた積極的な行動を
促すことこそ上策である、とサッチャーは主張した 37。
　両者の相違は、もはやイランの譲歩は望めないと見て英国をスケープゴー
トにして早期に対イラン宥和に踏み切る（マッカーサー）か、なおイランに
は譲歩の余地があるとの前提に立って交渉を継続する（サッチャー）か、と
いう点にあったが、彼らはともに、英国の「漂流」オプションでは、イラン
を「域内の主要な安定化勢力（primary force of area stability）」たらしむる
という目標の実現が危うくなるとの危機感を共有していた38。事態が「漂流」
した場合に出現するとサッチャーが予想した状況はマッカーサーの描く「最
悪の事態」とさほど変わらなかったし、如何なる経路を取るにせよ最終的に
当該島嶼をイランが実効支配することになるとの前提でも、両者は共通して
いた。英国の撤退まで 1年を切り、なおペルシャ湾の新たな秩序の見通しが
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立たぬことに、米国の政策担当者たちは焦燥感を強めていたのである。
　3月 8日、ロンドンにおける米英実務者協議で、米国側はマッカーサー
案に近い可能性を打診した。すなわち、英国が島嶼をイランに割譲するこ
とによって、イランが島嶼を実力で併合するのを回避し、もってイランと
ペルシャ湾南岸のアラブ諸国との関係悪化を避けるべきではないか、と
米国側はもちかけたのである。しかし、アレック・ダグラス＝ヒューム
（Alec Douglas-Home）外相のペルシャ湾問題担当特使ウィリアム・ルース
（William T. Luce）をはじめ、英国側は、ペルシャ湾内外のアラブ世界にお
ける自らの影響力を犠牲にすることは受け入れられないとして、米国の提案
を峻拒し、最後までイランから譲歩を引き出すことを目指す「交渉の姿勢」
を維持することによって、つまり「漂流」オプションによって、湾岸首長国
への政治的影響力を温存することを優先するとの方針を示した 39。英国側の
反発に遭うと、米国側はそれ以上、自らの方針を押し通そうとしなかった。
19日にロンドンでダグラス＝ヒューム外相とマッカーサーの意見交換が行
われた際、米国側は「最悪の事態」の危険性をあらためて強調したものの、
もはや英国側に島嶼の割譲を要求することは無かった 40。つまり、「英国を
代理勢力とするオフショア・バランシング」の枠組みが、米国の対イラン宥
和方針に大きな制約を課したのである。

（2）ペルシャ湾島嶼領有権問題の解決
　まもなく、島嶼領有権問題は解決に向けて動き始める。その突破口を開い
たのは、63年以来駐イラン英大使を務めていたデニス・ライト（Denis A.H. 
Wright）であった。4月中旬、ライトは、退任を前にしたシャーとの最後の
会談で、実力による島嶼の併合はイランの国際的地位を損なうことになると
力説した上で、島嶼の主権問題を曖昧化する形で外交的解決を追求すること
を提案するとともに、ペルシャ湾の政治的安定を実現するために首長国の新
連邦結成に協力するよう求めた。これに対してシャーは、主権問題を「2、3
年」棚上げにした上で、首長からの招待を受け入れるような形でイラン軍を
島嶼に進駐させる、との妥協案を示したのである 41。
　このシャーの譲歩を受け、英外務省は、英軍のペルシャ湾撤退前にイラン
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が当該島嶼に軍を進駐させるのを容認する姿勢に転じ、5月にはルースを湾
岸諸国に派遣して、改めてイランと首長国の間の妥協点を探らせた 42。これ
とほぼ同時期、英外務省は、首長国間の対立を解消するのは不可能であると
の判断から、9首長国よりなる FAAを新連邦国家の基礎とすることを断念
し、バハレーンおよびカタルの単独独立と 7首長国よりなる新連邦の実現を
目指す方針に転じた。サウジのファイサル国王が依然として新連邦には 9首
長国すべてが参加すべきであるとの立場を崩さなかったため、英国は説得を
試みたが、ファイサルに翻意の兆しは無かった 43。このような中、6月末に
アブダビとドバイがにわかに歩み寄り、両首長の主導で新たな連邦国家、す
なわちアラブ首長国連邦（UAE）の結成に向けた動きが急速に進行した。7
月 18日までに、連邦内における発言権等への不満から参加を見送ったラー
ス・アル＝ハイマを除く 6首長国が UAE結成に合意する。一方、バハレー
ンとカタルは、ファイサル国王を結果的に置き去りにする形で単独独立に向
かった。サウジ政府は、アブダビを含むUAEを承認せぬ姿勢を取りつつも、
UAE結成を阻害するような具体的な行動も起こさなかった。UAEの結成と
いう重要な局面で、サウジアラビアは、たとえ消極的であったにせよ、現状
維持勢力たることを証明したのである 44。
　首長国の組織化の形態については、米国政府は一貫して「英国に従う
（waiting upon the British）」方針を取っていた。しかも驚くべきことに、
6月の米英協議においてヘンリー・キッシンジャー（Henry A. Kissinger）大
統領特別補佐官は、ペルシャ湾問題に関する米国のこれまでの政策を十分に
承知していないと告白している 45。米国政府がイラン・サウジ両政府に UAE
結成を支持するよう働きかけることを決定したのは、首長国間の交渉が妥結
して UAE建国方針がほぼ確定した後の 7月下旬になってからであった 46。
　UAE結成方針が明らかになったことで、ペルシャ湾島嶼を巡る英・イラ
ン間交渉は加速した。英国政府は、UAE結成が島嶼領有権問題の決着を意
味するものではないとの立場を取ることにより、イランの UAEへの反発を
抑えようとした。一方、イラン政府は、英国の予想に反して、UAE結成の
動きを静観する姿勢を示した。イランが UAE結成を攪乱することを防ぎた
い英国と、UAE容認姿勢を担保に島嶼領有権問題で英国からの譲歩を引き
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出したいイランの思惑がひとまず一致し、ここから島嶼領有権問題を巡る交
渉の最終段階が始まることとなる 47。
　7月以降、ロンドンにて、ルースと駐英イラン大使の間で島嶼領有権問題
に関する秘密交渉が進められた。9月初旬、英国とイランは、島嶼の主権問
題を当面曖昧化することを軸とする新たな解決案に大筋で合意し、英国が
同案をシャールジャとラース・アル＝ハイマの首長に打診することとなっ
た 48。これと前後して、シャーは米国政府にメッセージを寄せ、同案がイラ
ンの最大限の譲歩であり、これが当該首長国に受け入れられぬ場合には「適
切な行動」を取るとして、実力による当該島嶼の併合を強く示唆した。かか
るシャーの姿勢に懸念を抱いた米国政府は、ふたたび対イラン宥和を急ぐ姿
勢に傾斜する。マッカーサー大使は、シャーは実力による当該島嶼併合を真
剣に考えているとして、イランと穏健アラブ諸国の協調によるペルシャ湾の
安定という米国の目標の成否にかかわる「決定的瞬間」が到来した、と本省
に打電した。これを受けてウィリアム・ロジャーズ（William P. Rogers）国
務長官はダグラス＝ヒューム外相に書簡を送付し、イランの主張に沿う形で
当該首長国の同意を取り付けるべく最大限の努力を行うよう要請した 49。
　この頃、ペルシャ湾では、ルースの説得にもかかわらず、シャールジャと
ラース・アル＝ハイマの首長が、主権問題での譲歩を拒み、当該島嶼を割譲
するよりはイランが実力でそれを併合する方が望ましいとの態度を再び示し
ていた。しかし、交渉が完全に決裂したわけではなかった。シャールジャ首
長は、アブー・ムーサ島の主権をシャールジャが維持できるのであれば、同
島にイラン軍が駐留することを歓迎するとの姿勢を示した。またルースが、
トゥンブ諸島がペルシャ湾中間線以北にあるとの論拠によって同諸島をイラ
ンに割譲するとの案を示すと、ラース・アル＝ハイマ首長は、これを検討
する構えを示した 50。一方、UAEを束ねる立場にあったアブダビのザーイ
ド（Zāyyid bin Sultān Āl Nahyūn）首長は、UAEに参加する首長たちはア
ブー・ムーサ島が UAEの領土ではないとの立場を取ることはできず、英国
政府が島嶼をイランに割譲すれば UAEが英国人将校を受け入れるのは不可
能になる、との認識を示した。しかし一方でザーイド首長は、仮にイランの
支持を得られずとも UAEは結成されることになるであろうし、イランが実
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力で島嶼を掌握したとしても、イラン・アラブ関係は一時的に悪化するに過
ぎないであろう、との見通しも示した 51。つまり、首長たちは、イランに一
定の譲歩を行う姿勢を示しつつ、かりに交渉が不調に終わってイランが当該
島嶼を占領したとしても、実質的にはそれを容認し、またイラン側の動きに
かかわりなく UAEを結成するとの方針で一致しつつあったと考えられる。
　首長国側の軟化は、英国政府が、米国の求める尚早な対イラン宥和方針を
退け、首長国との合意のもとに島嶼問題の解決を目指す外交を継続するのを
容易にした。ダグラス＝ヒューム外相は、9月 21日にロジャーズ国務長官
に送付した返信において、シャーを満足させるような解決の必要性を認め、
英国がそれを目指して全力を傾注するとの方針を確認すると同時に、当該
島嶼を英国が割譲するような解決策は UAEとの将来の協力を不可能にする
と指摘し、「熟練の瀬戸際外交家（a very accomplished brinkman）」である
シャーが全ての手札を示しているとは限らないとの見方を示した 52。つまり
英国政府は、UAEとの関係を犠牲にするような対イラン宥和は追求しない
との方針をあらためて示したのである。
　9月末の米英実務者協議で、英国側はかかる立場をいっそう明確化した。
「湾岸アラブ人かシャーか、何れかの不興を買うという選択を迫られたと
き、英国は後者を選ぶ」。英国はこれまでもイランとの関係悪化の局面を乗
り越えてきたが、湾岸首長国との関係は、ひとたび壊れれば修復は困難であ
ると考えられるからである、と英国側は説明した。かかる基本的立場を確認
した上で、英国側は、アブー・ムーサ島をシャールジャ・イランの共同統治
とし、トゥンブ諸島についてはイランの占領を事実上容認することを骨子と
する、新たな解決案を披露した。アラブ世界の関心はアブー・ムーサ島に集
中しており、トゥンブ諸島への関心は低い。しかもシャールジャ首長が暗殺
を恐れて譲歩を拒んでいるのに対して、ラース・アル＝ハイマ首長は一定の
柔軟姿勢を示しており、アブダビもトゥンブ諸島については対イラン譲歩を
黙認する立場を示唆している。かかる認識の下に作成された英国の新たな解
決案は、トゥンブ諸島を実質的に放棄する点で従来より対イラン宥和に傾斜
しつつも、アブー・ムーサ島の主権問題に触れぬ点でシャールジャの立場を
最大限尊重するなど、UAEおよびアラブ世界における英国の影響力を最重
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視する姿勢を色濃くにじませるものであった。米国側は、英国の方針を基本
的に了承するとともに、英国からの要請があれば米国からシャーに妥協を働
きかけるとの意向を示した 53。英国政府は、またしても対イラン宥和に前の
めりになる米国の主張を退けたことになる。
　10月上旬、シャーとルースの2度にわたる会談で、交渉は大きく前進した。
ルースは、トゥンブ諸島については、イランが英国の撤退前に占領して英国
の「宗主権」終了後にこれを併合する、そしてアブー・ムーサ島については
シャールジャとイランが南北に分割して占領する、との案を示した。シャー
は、英国の新たな解決案を基本的に受け入れたが、アブー・ムーサ島につい
ては分割占領の後、早期にシャールジャの警官や行政官を放逐して全島を占
領する意向を示した。これは英国には受け入れ難かった。きたるシャール
ジャとの交渉で英国がシャーの意図を秘匿するならば、それは背信行為とな
り、UAEとの信頼関係を損なうと考えられたからである。ルースが難色を
示したのを受けて、シャーは、UAEの結成後、つまり英国の撤退完了後の
「不特定期間」、シャールジャがアブー・ムーサ島の南半の統治を継続する
ことを容認するとともに、同島におけるシャールジャのプレゼンスを容認す
る期間についてはイラン側が決定権を留保する、との妥協案を示した。ルー
スは、この妥協案を受け入れた。ここに、島嶼問題をめぐる英・イラン間の
事実上の合意が成立したのである 54。
　10月下旬、ルースはシャーとの合意を携えて、シャールジャ、ラース・
アル＝ハイマ、アブダビそれぞれとの交渉に臨んだ。ラース・アル＝ハイ
マは、トゥンブ諸島の放棄につながるような合意に参加することを拒んだ
が、UAEへの参加を見送っていた同首長国の抵抗は黙殺される形になった。
シャールジャとの交渉は最後までもつれたが、アブー・ムーサ島の主権問題
を棚上げとすること、イラン・シャールジャ間合意を両国間の協定ではなく
両国から英国政府に宛てた書簡の形態とすることなど、シャールジャ側の希
望にシャーが柔軟な姿勢を示したことで、11月中旬までに合意が成立した
55。これを受け、11月 18日から 12月 1日にかけて、英国を間に挟むイラン・
シャールジャ間の書簡の交換が、滞りなく行われた 56。
　この間、米国政府は、英国からの要請があれば、イランに対して英国の
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立場を明確に支持する形で働きかけを行う心積もりでいた 57。そして、マッ
カーサー大使らは機会あるごとに、シャーやイラン政府の高官たちに、ペル
シャ湾の安定を維持する観点から、UAEを実現することの重要性および交
渉による島嶼領有権問題の解決の必要性を説き続けていた 58。しかるに、英
国側が米国に具体的な外交的支援を要請することは無かった。とりわけルー
スは、米国からの申し出を受けるたびに、なおその時機は到来していないと
して米国の介入を謝絶し続けたため、結果的に米国がペルシャ湾島嶼問題で
積極的な外交を展開する機会は訪れなかったのである 59。
　しかし米国は、島嶼領有権問題をめぐる外交の最終盤で、予期せざる形で
英国を側面支援することとなる。11月上旬、トゥンブ諸島問題で英国に見
捨てられたラース・アル＝ハイマはワシントンに使節を派遣した。ラース・
アル＝ハイマは米国政府に対して、トゥンブ諸島問題についての同首長国と
イランの交渉の仲介、および 1年間の経済援助を要請し、その事実上の見返
りとして自国内に米軍基地を設置する権利を付与することを申し出た。これ
に対して米国政府は、11月末、米国がこれまで一貫して諸首長国が「最大
かつ最も実効性のある枠組み」に組織化されることを望んできたことを指摘
することで、ラース・アル＝ハイマの UAE参加を促し、同首長国からの要
請を拒絶した 60。この米国からの回答は、英国がラース・アル＝ハイマに対
して UAEへの参加とトゥンブ諸島放棄を求める最後の働きかけを行うタイ
ミングに合わせて行われた。イラン・シャールジャ・英国間の書簡の交換か
ら、イラン軍の島嶼上陸、保護条約の終了、UAEの設立、という、一連の
外交の最終段階のスケジュールは、詳細にわたって英国から米国に事前に通
知されていたのである 61。
　11月 30日、イラン軍は、シャールジャ当局の歓迎を受ける形でアブー・
ムーサ島に平和裡に上陸した。大トゥンブ島上陸に際しては、同島に駐留し
ていたラース・アル＝ハイマの警官との小規模な戦闘が発生し、双方に死者
が出た。小トゥンブ島は淡水がなく、無人島であった。翌 12月 1日、英・
休戦首長国間で保護条約を停止する公文が交換され、2日には UAEが正式
に発足した。ペルシャ湾に常駐していた英軍の最後の実戦部隊が撤退を完
了したのは、12月 19日であった。英・UAE間では友好条約が締結され、
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UAEの軍や警察には引き続き英国人将校・官吏が残留することとなった。
イランによるトゥンブ諸島の占領に対しては、イラクがこれに抗議して英国
との外交関係を断絶したほかは、アラブ諸国はひと通りの批判を行ったのみ
で、基本的に事態を静観した 62。
　これに先立つ 11月末、英国政府はサウジのファイサル国王に、島嶼問題
の最終的な解決方針、および英国が法的にサウジ・アブダビ間の国境紛争の
当事者ではなくなることを通知した。この最終段階に至っても、ファイサル
国王の反応は受動的であった。彼は、他のアラブ諸国がアブー・ムーサ島を
巡る解決を批判するような場合にはサウジもこれを放置できぬとの留保を示
したのみで、英国の決定を既成事実として受け入れ、またアブダビとの領土
問題についても事実上の棚上げ状態を維持する姿勢を示した 63。サウジは、
アブダビの主導する UAEを外交的に承認せず、そのスタンスはペルシャ湾
の新たな秩序の積極的な保護者たるには程遠かった。それでもなお、サウジ
アラビアが、ペルシャ湾の新秩序を受動的に受け入れる形で、現状維持勢力
たることを選択したことは間違いなかった。

結論にかえて

　1972年 6月に開催された米英協議では、サウジアラビアの対外的な消
極姿勢とペルシャ湾における影響力低下、そして UAEの内政や外交の諸
問題など、ペルシャ湾を巡る様々な問題が指摘された。しかし、米英の
政策担当者たちは、ペルシャ湾の将来について、「慎重な楽観（cautious 
optimism）」で認識が一致した。英国側が UAEの樹立を「奇跡」と表現し
たことからも窺われるように、ペルシャ湾の状況は、マッカーサーが想定し
た「最悪の事態」はおろか、71年前半に米英のあらゆる政策担当者が想定
していたよりも、好ましい形で決着していた 64。首長国は持続性を期待でき
る政治的単位で完全独立し、英国は首長国に引き続き駐在する将校や官吏お
よび英海軍艦船の定期的な寄港などを通じてペルシャ湾における一定の影響
力を維持していた。そしてイランとサウジは、それを積極的に維持する役割
を担うか否かはともかく、ペルシャ湾の新たな現状を受け入れていた。68年
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春に米英が設定したペルシャ湾に関する目標は、大筋で達成されたのである。
　英国の撤退後のペルシャ湾の秩序の形成について、本稿の分析から 3点を
指摘することができよう。まず、ジョンソンおよびニクソン政権は、一貫し
てイラン・サウジ両国を新たな秩序の現状維持勢力たらしむることを最大の
目標と位置づけていた。UAEの結成が新たなペルシャ湾の秩序において重
要な意味を有したにせよ、それは秩序の一部分に過ぎず、新たな秩序の焦点
は域内大国たるイランとサウジにあると考えられていたのである。これに関
連する 2点目として、本稿は、少なくとも 71年末までの米国のペルシャ湾
政策は、イランとサウジをともに重視する「二柱政策」として理解できるこ
とを示した。米国政府は、現状変革勢力たらんとするイランを現状維持勢力
に転化することを目指す一方で、消極的な現状維持勢力として振る舞うサウ
ジアラビアには積極的な行動を強いぬことで、新たなペルシャ湾の安定を創
出できると判断していた。当該期の外交においてイランに比べてサウジアラ
ビアへの関心が相対的に低かったのは、サウジについては基本的にその方針
や行動を大きく改めさせる必要性が認められなかったからであり、このこと
はサウジを軽視したことを意味するものではなかったのである。
　最後に、本稿は、イランを現状維持勢力たらしめんとする外交プロセスに
おいて、英国が決定的な影響力を保持していたことを示した。米英両国は、
イランの要求に出来るだけ沿う形で島嶼領有権問題を解決する方針、つまり
対イラン宥和方針で基本的に一致していたが、その具体的な進め方を巡って
米英間にはしばしば意見の対立が生じた。米国が、シャーの瀬戸際外交を真
に受け、しばしば対イラン宥和を優先しようとしたのに対して、英国は、ペ
ルシャ湾南岸の首長国、そしてその背後にあるアラブ世界における自らの地
位と影響力を、短期的なイランとの関係以上に重視した。そして、このよう
な英国の判断を米国は受け入れた。1950年代末から続く「英国を代理勢力
とするオフショア・バランシング」の枠組みは、英国の撤退に至る文字どお
り最後の瞬間まで存続していたのである。

本稿で活用した史料の収集においては、富永枝里香、青野利彦の両氏より、

多大な支援を賜わった。ここに記して、心より謝意を表する。
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